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様式第 1号 

会 議 録 

 

会議の名称 令和８年度第１回所沢市総合教育会議 

開催日時 
令和８年７月３１日（金） 

午前１０時００分から午前１１時４５分まで 

開催場所 所沢市役所 高層棟６階 ６０４会議室 

出席者の氏名 

所沢市長 小野塚 勝俊 

教育長  岩間 健一 

教育長職務代理者 平塚 俊夫 

教育委員 村山 こず恵 

教育委員 宮下 広子 

教育委員 扇原 淳 

欠席者の氏名 なし 

説明者の職・氏名 御菩薩池学校教育担当参事、大庭教育センター担当参事 

 

議題 

 

（１）働き方改革に関する「業務量管理・健康確保措置計画」 

（２）不登校の児童・生徒への支援 

（３）その他 

会議資料 

令和８年度第１回所沢市総合教育会議 次第 

令和８年度第１回所沢市総合教育会議 出席者名簿 

資料１「働き方改革に関する『業務量管理・健康確保措置実施計画』

の第１回総合教育会議への報告につきまして」 

資料２「『すべての子供たちへのよりよい教育の実現』を目指して～令

和７年６月 11日給特法等改正法が成立しました～」 

資料３「所沢市立学校における働き方改革基本方針」 

資料４「勤務状況調査」 

資料５「不登校児童生徒への支援」 

担当部課名 

 

（事務局） 

企画総務課  電話 ０４（２９９８）９０４６ 

（出席者） 

経営企画部    市川部長、並木次長 

  企画総務課  澤課長、渡邊主幹 

教育総務部    池田部長、稲田次長 

教育総務課  川島課長 

学校教育部    吉川部長、伊東次長 

  学校教育課  御菩薩池担当参事、岩土主幹、濵中主幹 

    教育センター 大庭担当参事、加藤主幹 
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発言者 内容審議の内容（審議経過・決定事項等） 

開会 

議長 今回の総合教育会議の議事は、１点目は「所沢市立学校教諭の働き方改革」に

ついて、２点目は「不登校児童・生徒への支援」についてである。教育委員の皆様

と共に、現状や課題の共有、そして、意見交換をしたく、開催した。 

この会議は、市長と教育委員会の連携強化等を目的として、教育行政について

協議・調整を図る場である。自由に忌憚のない意見をいただきたい。 

事務局 総合教育会議の概要を改めて説明する。 

［総合教育会議についての説明］ 

総合教育会議は、平成２７年４月１日に施行された「地方教育行政の組織及び

運営に関する法律の一部を改正する法律」により、全自治体に設置が義務付けら

れたもの。構成員は、地方公共団体の首長である市長と、教育長及び教育委員。 

この会議において市長と教育委員会が教育に関する政策の方向性について協

議・調整することにより、地域での教育の課題やあるべき姿を共有し、より一層市民

の意見や考えを反映した教育行政の推進を図ることを目的としている。 

議題（１）働き方改革に関する「業務量管理・健康確保措置実施計画」 

議長 議題（１）について、事務局より説明を求める。 

事務局 資料１から資料４に基づき、議題１について説明。 

議長 委員の皆様から、ご意見等あればお願いする。 

村山委員 教職員の働き方改革と保護者や地域にとってわかりやすい学校運営という観点

から提案がある。留守番電話の導入は、働き方改革に向けたとても意義のある取

組だと感じている。一方で、留守番電話の開始時間や運用方法については、学校ご

とに差があるように感じている。私は小・中学生の保護者だが、小学校と中学校の

留守番電話開始時間が異なり、迷うことがしばしばある。教育委員会が一体となっ

て、市内で一定の基準を設け、学校ごとの対応を統一することで、学校・教職員側

も安心して運用できるのではないかと思う。また、小中学校が同じ運用になれば、

保護者がより協力しやすくなるのではないかと考える。 

また、通話録音機能についても、教職員、保護者双方へ周知を進めることが大切

だと思う。他の自治体では、学校へ電話をかけた際に、通話録音に関するアナウン

スが流れるという運用例もある。 

このような取組は、保護者にとっても、教職員のウェルビーイング向上にも繋がっ

ていくと思う。本市として統一的な運用と周知について、ぜひ検討いただきたい。 

岩間教育長 まず、村山委員の提案について、私なりの意見を申し上げる。保護者や地域の方

など学校に電話をかける立場からすると、留守番電話になる時間帯が統一された

方がわかりやすいというのはよく理解できる。 

しかし、小学校と中学校の教育活動には違いがある。中学校は部活動を終え、子

どもが帰宅する時間までは、電話が繋がる状態にしておく必要がある。下校途中に

何かあった際に、保護者から連絡を受けられるように午後６時過ぎまで留守電にせ

ずに待機している教職員がいる。 
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一方で、小学校ではそこまでの必要はない。小学校に中学校と同じ状況を作る

ことは、働き方改革の趣旨からすると、現実的に少し難しい面がある気がする。 

その前提で、例えば、小学校同士、中学校同士で、ある基準を設けるとしたら、小

学校と中学校の違いだけになるため、保護者や地域の方にとって比較的わかりや

すくなる。更に言えば、丁寧に説明し理解をいただいた上で、実施していくということ

が大事だと思う。 

もう一つ、本市の働き方改革の実施計画は、教職員のウェルビーイング、いわゆ

る「働きたい」ということを重視した計画を作っており、大変大事だと思う。働き方改

革本来の目的は、子どもたちにより良い教育を実現することであり、単に、教職員の

在校時間や業務量を減らすことが目的ではない。 

在校時間は数値にしやすく、数値だけに捉われてしまい、例えば仕事があるのに

早く帰らないといけない状況は、逆に、教職員の負担になってしまう場合もある。適

切に業務量を精査して減らしながら、教職員が早く帰れる状況を作ること、今後も

そういう取組を進めていくことが大事になる。 

平塚教育長

職務代理者 

働き方改革については、学校であれば学校長が、外部の教育関連施設であれ

ばその施設の長が中心となり、一貫性と信頼性を持って取り組んでいるという認識

を持っている。また、教育委員会事務局においても、様々な取組を講じて推進を図っ

ていると捉えている。私からは、その前提のもとに、２点お伝えしたい。 

１点は、同じ職場に勤務している職員の相互理解をより進めていくことである。 

学校に勤務している職員は先生だけではない。校長、教頭、教諭、養護教諭、栄

養教諭、学校司書、庁務手、栄養士、調理員、配膳員、事務職員、学習支援員、特

別支援教育支援員、心のふれあい相談員、県や市のスクールカウンセラーなど、

様々な職種の方が勤務している。それぞれの職種に配置目的があり、職務内容、勤

務時間、休暇時間、休暇等も異なっている。私が校長職だったときも、配置する職員

各々に、目的や職務内容、勤務時間など、職員に理解してもらえるよう文書や口頭

で伝えてきた。 

働き方改革の制度が進んでも、例えば、管理職が休暇を承認する際、それを批

判的な感覚ではなく、温かく寄り添った姿勢で申請を受け止める。あるいは、休暇を

取得する職員に対して、職場の職員が温かい目で見ていく、そういう雰囲気が職場

に醸成されていることが大事だと思う。そうでなければ、制度があっても働きにくい

職場と言われてしまうと思う。勤務している職員の温かな相互理解が進むことが肝

要である。私は、「教育は人なり」という教育信条をもってやってきた。それと同様

に、「組織も人なり」と考えている。どういう組織で働くかによってその人の捉え方が

大きく違ってくると思うが、職場によって格差が生じないよう配慮していく必要があ

ると思う。 

もう１点は、今求められているものに合致しているかという視点である。働き方改

革の精神、目的は「子どもたちのよりよい教育を実現する」ということである。働き

方改革を進めることによって、教育の質が落ちてしまうようでは意味がない。常に、

今求められているものに合致しているかをよく考えていく必要がある。 

例として、学校行事の精選により、体育祭を半日にしたこと、また、通知票の所見
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欄を削除したことなど、様々な改革と精選に取り組んできたと思うが、その分、どう

いうもので補っているのかが大事だと思う。そういうものがないと、子どもたちへの

教育の質は低下する一方になってしまう。現在の学習指導要領では、主体的・対話

的で深い学び、個別最適な学び、協働的な学びが求められているが、果たして、

様々取り組んでいる事業や活動が、合致しているのか。働き方改革の目的に立ち

返って、子どもたちにとってプラスになっているか、保護者が理解できるような状況

になっているかを考え、学校評価の中にも、問い掛けるような項目を設けてはどう

か。保護者への説明、また、教育の質に対して、本当に納得できるようなものになっ

ているのかを見るような手立ても必要だと考える。 

扇原委員 私は、長年、ＰＴＡ活動に携わっていた方や先生方が、子どもたちの個性を大事

にして寄り添っていただく姿を目の当たりにしている。そのことを踏まえお伝えした

い。 

働き方改革の取組はいずれも納得できるもので、是非進めていただきたい。 

ただ、働き方改革は、教職員の負担を減らすということは、守りの視点だと思う。

一方で、優秀な教師の確保や、優秀な教師に成長させる環境を備えた選ばれる自

治体という攻めの視点も大変重要だと感じている。 

この両方を一体的に進めることで、所沢で教師をやりたい、続けたいと思っても

らえる自治体になれると思う。計画に記載はないが、働きたいと思われるために、職

員室の環境、先生方の職場環境が非常に重要だと思う。例えば、動線や照明、ある

いは、雑談スペースの有無など、いわゆる居心地の良さというものも、まさに、ウェル

ビーイングの視点で重要だと思う。これまで、あまり議論されていなかったのではな

いかと思うが、教師がここで働き続けたいと思えるのは、制度だけではなくて、物理

的な環境にも左右されると思う。学校施設の老朽化対策とあわせて、職員室の環

境整備充実もぜひ検討課題に加えてもらいたい。 

また、部活動の地域移行について、業務量削減の一つの柱となっているが、市内

での受け皿整備の充実も重要だと思う。制度が先行して、かえって現場の負担が

増える、あるいは、子どもたちの間に経験格差が生じるということがないよう、市内

各施設の利活用、あるいは、用具等に関する費用補助、こうしたものを含めて各部

局と連携することも重要だと思う。 

そして、教師を目指す若者、大学生に学校現場を体験してもらう機会というもの

が他の自治体では非常に増えている。市内あるいは近隣の大学と連携し、教育実

習とは別に、在学中から本市の学校現場に触れてもらう機会を作ることで、所沢で

教師になりたい、あるいは所沢で子育てをしたい、あるいは学校や先生を応援した

い、そういった気持ちを育てられるのではないかと思う。大学生だけでなく、高校生

も同様だと思う。市内の高校生に、地元小中学校での職場体験、あるいは現役の

若手教師との対話の機会を設けることで、将来、地元で先生になるという選択肢を

早い段階から示せると思う。 

もう一つ、昨今の混沌とした社会では、答えのない課題に取り組むというのはど

の学校段階でも重要だと思う。子どもはもちろんだが、教職員がチャレンジする風

土を大切にしたい。教師の研究時間の確保や、高等教育機関と積極的に研究を継
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続する研究事業を前向きに展開するといった教師の成長を支える環境、その体制

の確保も念頭においてほしいと思う。 

こうした働き方改革による負担軽減と子どもたちの親に対する時間の確保、教師

という仕事の魅力の発信というのは、表裏のような関係にあると思う。 

この機会に、子どもたちの将来の夢の調査結果を見た。ここ 10 年間、小学生、

中学生、高校生でも、なりたい職業の上位に教師がずっと入っていることは、肯定

的に捉えたい。現職の教職員、あるいは、これから教師を目指す若者に、所沢の学

校はどこも働きやすいとか、子どもたちのために全力を注げる場所だと実感しても

らえるように、教育委員会と市長部局、そして、地域、地域の企業、大学が一体とな

って取り組んでいくというマインドの醸成が重要であると考える。 

宮下委員 資料３の６ページ、視点３「学校を支える体制の構築」の「各種支援員等の配置

の継続」の中の「中学校における部活動の技術指導」の項目について意見を述べ

たい。 

国や県では、中学校の部活動地域展開が進められており、始まっている地域も

あれば、なかなか進まない地域もあるようだ。今後、受け皿や担い手が継続的にあ

ることが見込まれ、子どもたちをはじめ、保護者や多くの人々が納得する気持ちが

得られると地域展開が進んでいくと考える。 

市町村教育委員会教育研究協議会において、和歌山県岩出市の委員からこん

な話を聞いた。「中学校の部活動は、仲間作りと生徒指導の意味がある。」という内

容であり、他の習い事とは違う先生としての視点や眼差しがあると感じた。本市で

は、拠点校部活動を行っているが、顧問の先生の負担軽減のために、部活動指導

員の方にも助けていただけたらありがたいと思う。 

もう１点、「教職員の働き方改革に関する保護者や地域の理解の促進」の中の

「地域や外部団体主催の行事等に関しても、これまでは必要に応じて教職員が参

加してきましたが、地域の実情に応じて、負担を考慮して参加について協議してい

きます。」について意見がある。 

地域の方々はお祭りをはじめ、子どもたちのための活動を考え実施してくれてい

る。そのような機会に先生方が参加し、地域のことを知ってもらい、地域の皆さんと

顔見知りになる機会はとても貴重で、互いに心の信頼関係が生まれる。けれども、

地域の方々も先生方の働き方について考え、本来の業務に専念してもらえる環境

を整えていくことを理解してもらいたいと思う。 

議長 他に、委員、事務局より意見、説明はあるか。 

事務局 

（伊東次長） 

大学生・高校生への学校現場に係る機会の提供という取組を説明したい。 

現在、「トコろんのびのび塾」を実施しており、令和７年度の実績では、小学校３

年生以上の児童が延べ 1,700 人以上参加し、ボランティアとして大学生 28 名、

高校生６４名が参加した。また、中学生も参加していた。このような機会を、是非、大

学生・高校生に情報提供しながら、教える、学びを支えるということについて、実際

の現場で体験してほしいと思う。 

その他、早稲田大学と連携し、心理を学ぶ大学院生を各小学校に派遣する事

業、また、近隣の大学と連携してフィールドスタディを実施している。引き続き事業の
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充実に努めたいと思う。 

事務局（御

菩薩池学校

教育担当参

事） 

教職員の方が働きやすい、働きがいがあるという職場環境の確立について、教

員の方もいろいろなアイディアを出しながら進めている。 

その中で、子どもたちを複数の目で見るといったことも大切にしており、学級担任

制ではなく、学年担任制や、教科担任制を取り入れている学校等もある。 

また、例えば育児時間を取得している教職員もいるため、様々な家庭等の状況に

考慮した働き方が可能となるよう、教職員が来た時に子どもたちの状況が分かる

ようなボードを用意しており、誰が見ても児童生徒や学校の様子がわかるように取

り組んでいる。 

何よりも子どもたちがのびのびと成長する場所となる学校運営に主軸をおき、職

員個々が丁寧に指導できるように取組を進めているところである。 

事務局（池

田部長） 

部活動の関係で報告がある。 

教育委員会では、中学校の部活動の地域展開を、今後どのように進めていくか

という観点から、地域部活動の検討委員会を設け、定期的に会合を行いながら、

様々な取組も並行して進めている。 

現在、土曜日・日曜日の部活動については、令和１３年度を目途に地域展開して

いくことを前提に、準備を進めている。また、例えば、チャレンジ DAY を設け、取り組

まれていない種目や教科を体験するような活動を地域の団体や、事業者に協力を

いただきながら進めているが、なかなか加速度的に進めるというのが現状難しい

状況にある。 

次年度以降は、よりスピード感を持って取り組みたいと考えている。 

平塚教育長

職務代理者 

教員養成や人材確保、現場体験という意見について、本市と連携協定を締結し

ている大学、教員養成課程がある大学から、教育実習ではなく、より早い段階で、

何週間か学びたいという話があり実施していた時期もある。参考までに情報提供

する。 

議長 多くの意見に感謝する。 

新しいことをやろうとすると、これまでやっていたことを、どのように効率化するか、

また、本当に必要性があるのかを考え、必要性が比較的低いものについては、見直

ししなければできないと思う。 

市長として、日頃から学校の教職員の先生方、教育行政を担われている教育委

員会の皆様も大変苦労されていると感じている。 

本日は経営企画部が同席しているため、市長部局としてできること、持っているノ

ウハウの共有など、できることは進んでやっていきたい。また、効率化と言われるが、

効率化を目的として仕事を減らすことは当然いけない。子どものため、子どもの教

育のためという目的を本当に大事にする必要がある。 

また、市長部局として教育委員会の予算を差配しているが、より課題を認識し、

子どもたちのため、本市の教育のため、また、本日のテーマの教職員のため、市長

として、より意識して取り組んでいければと思う。 

議題（２）不登校の児童・生徒への支援 

議長 議題（２）について、事務局より説明を求める。 
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事務局 資料５に基づき、議題（２）について説明。 

議長 委員の皆様から、ご意見等あればお願いする。 

平塚教育長

職務代理者 

まず、不登校児童生徒への支援について、本市では、私が子どもの頃から、不登

校の子どもの家庭を訪問する教職員がおり、現在の訪問相談の先駆けとなってい

たような方がいらっしゃって、自分の心の記憶の隅にあり、先輩方が努力されてきた

のだと改めて感じる。 

また、説明にあった教育センターの取組では、早稲田大学等の高等教育機関と

の連携で、全国的に見ても大変素晴らしいシステムと実践内容を備えていると考え

ている。 

しかし、問題行動や不登校がゼロになっているわけではない。不登校の原因は、

学習の遅れやつまずき、学校生活のストレス、あるいは集団生活への不適応、親の

考え、それこそ児童虐待や、疾病など、様々な要因があり、それが複雑に絡み合って

おり、簡単に解決できるような問題ではない。 

残念だが、不登校は何十年も前から全国的に課題になっていて、全国の都道府

県や市町村で様々な取組をしてきたが、今なお、課題となっていて、一筋縄ではい

かない問題だと思う。 

私が最近思うのは心のエネルギープロジェクト、その中の、人間の良さ体験とか、

心のエネルギー、特に、ピラミッドの土台となっている部分を重視するような教育が

まだまだ足りないのか、そういうことを大事に進めていくことが必要だと思っている。 

やはり根本的な心の問題に視点を当てていかなければ、いじめ、不登校など、

色々な問題が解消できないと考える。この問題に目を向け、人間関係対応能力や

人間関係形成能力、あるいはレジリエンスに注目し、学校や地域社会での体験と

か、思い出作りを重視して、トータルな意味で子どもたちの心を育てる教育の必要

性を感じている。 

残念ながら、特効薬、即効薬はないと思う。一人ひとりの子どもに合った手当てを

講じながら、知恵を出し合い、試行錯誤し、実践していく中で効果的な手立てを探

っていくものと考える。 

また近年は、暴力行為や破壊などの目に見える反社会的な行動から、ネットいじ

め、不登校の問題など、目に見えない、目に見えにくい課題が増加しており、教職

員、教育委員会がアンテナを高くして、早期発見、早期対応に努める必要があると

思う。 

時間はかかるが、子どもたちが、仲間や先生方と喜怒哀楽を共にしながら学ん

だり、遊んだり、部活動で共に汗を流すなど、学校行事で感動的な体験を共有する

ことが大切である。 

保護者や地域の方々とは、各地域の各種行事等で触れ合う経験、そして、その中

で子どもたちが仲間のことを好きになったり、人について学んだり、信頼を覚え、そ

の結果、その積み重ねによって、やがては地域に帰ってきて、地域や国を支える人材

になっていくように思う。「国づくりは人づくりから」と言われるが、人づくりの原点

は、家庭や学校での教育、地域での社会生活と、様々な体験、思い出作りから始ま

り、その思い出作りは様々な思いを共感・体験することで得られるものだと考える。 
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保護者や先生方には我慢して見守る姿勢が大事であるし、学校には他と交わる

マネジメントが重要だと考える。時間はかかるが、そういう地道な、心を育てる教育

によって、児童生徒は成長過程で失敗や困難を乗り越える力が得られ、社会性や

自立性、たくましく生きる力、レジリエンスを高めていく。そのような日常的な教育

が、一番大事なものだと思う。特に、基本的な考え方、スタンスを大事にしてもらい

たいと思う。 

村山委員 本市では、教育支援センターやメタバースなど、多様な支援が整理されており、

大変充実していると感じた。一方で、これらの充実した支援が必要な子どもや保護

者に適切なタイミングで届くということが重要になってくると思う。 

そのため、市として不登校や行き渋りが見られた際の初期対応の基本フローと

いうのを整理してみるというのはいかがか。不登校は、一人ひとり背景が異なるが、

行き渋りや欠席が始まった初期の対応は、その後の支援に繋がる大切な時期でも

ある。だからこそ、学校によって対応に差が出ないよう、初期対応のベースが基本

的に同じような考え方をまず共有するということが大事だと思う。 

他の自治体で、学校が共通の考え方で初期対応を進められるように、教育委員

会が基本的なガイドラインを作っているという例がある。また、保護者の立場からす

ると、小学校に入学する時に、まず不安があり、どうしても 1 年生は、行き渋りが出

やすい時期である。その後の学校生活の節目で、また行き渋りが見られがちの時

期があるため、いろいろな支援の方法があるということをリーフレットにして、保護者

向けに作成し、ある時期になったら学校から配布するなどはどうか。保護者としても

1 年生の時にも受け取り、様々な支援があることを知り、わが子が実際何か心配だ

と思ったときに、また、学校からいただくことで、そういえばこういうものをもらったな

と思い出し、安心してわが子にとって必要な一歩を踏み出しやすくなるのではない

かと思う。 

本市には既に多くの支援があるため、現在ある支援を必要なタイミングで確実

に繋いでいくことが、多くの子どもたちと保護者を助ける仕組み作りになっていくと

思う。 

宮下委員 資料５の「３ 教育委員会の取組 心のエネルギープロジェクト」の「願い」、「２ 

自分も友達も大切にしてほしい」っていうことについてお話したい。 

不登校の子どもたちのために、本市は本当にたくさんの支援をしているというこ

とを改めて感じた。それでも私は学校に来られないより、来られる方がいいと思う。

学校に来られない理由は様々あるが、その一つ、いじめについて考えてみた。 

理由は様々かと思うが、ひとたびいじめが起きれば、いじめられた人はもちろん、

いじめた人も心に傷を負う。だからこそ、私は未然に防ぐことが重要だと思う。 

昔の話をすれば、世の中全体で体罰があり、家庭や学校でもあった。今で言うと

パワハラ、セクハラ、モラハラなどもあった。それでも今ではそういうことをしてはいけ

ないという考えに変わってきている。 

では、いじめについてはどうか。いじめはなくならないという人もいるが、1 人の大

切な人間を傷つけて良いわけがない。お互いに大切にし合うべきだ。また、いじめに

遭ってもちょっとやそっとではへこたれない、めげない強い心も持ってほしいと思う。 
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最近、私が読んだ本に、1971 年に国連会議でスピーチしたスペインのチェリス

ト、パブロ・カザルスの言葉を見つけた。「1秒 1秒、私達は宇宙の新たな二度と訪

れない瞬間に、過去にも未来にも存在しない瞬間に生きている。子どもたち一人ひ

とりに言わねばならない。君はふたりといない存在なのだ。世界中どこを探したって

君にそっくりな子はいない。過ぎ去った何百万年の昔から、君と同じ子どもは、いた

ことはないんだ。君は奇跡なんだ。だから君と同じように、奇跡である他人を傷つけ

ることができるだろうか。君たちは互いに大切にし合いなさい。君たちは我々も皆、こ

の世界を子どもたちの住むにふさわしい場所にするために働かなければならない

のだ。」要約するとこのような内容だ。 

私たち大人の役割は、この世界を子どもたちが住むのにふさわしい場所にする

ための努力をし続けることだと改めて思う。 

扇原委員 改めて様々なレベル、様々な地域資源と連携して取組を行っており、また新たな

取組も積極的に展開し、導入していることを感じられた。 

私自身も、地域の人と連携して、学習支援の場に不登校の子どもたちが参加し

てくれたときの、関わった学生や地域の人たちと、その瞬間を喜び、支えるという感

動を思い出した。どの支援も先ほどの教職員の働き方改革と同じで、やはり予防と

事後対応の両輪で考える必要があると改めて感じた。 

資料においては、事後の支援体制が非常に充実しているというところは当然感じ

た。一方、就学前、入学期の予防的な関わりということも非常に重要だと思ってい

る。幼稚園・保育園、小学校、中学校で、いかにその情報の共有、情報の受け渡しの

体制が整えられるかについて検討していただきたい。 

不登校になる前、学校に行きたくないという気持ちを児童生徒が抱いた場合、ま

ず何より家族がその気持ちに寄り添うことが重要だという前提に立っている。そのた

め、保護者が子どもの一番の味方であるということを伝えたり、保護者が話しかけ

やすい雰囲気を作る、あるいは子どもが話したら真剣に話を聞く、あるいはからか

いのようなものであっても子ども自身が嫌だと感じれば、いじめに該当する可能性

があるということで、大人が子どもを守る責務があることを保護者が子どもに伝え、

家族間の信頼関係を構築していくことが大事だと思う。 

学校と家庭との連携が必要だと思う一方で、保護者と子どもの間での適切なコ

ミュニケーションが取れていなかったり、教育環境で様々な問題があるような場合

には、先ほど申し上げたような対応ができなかったりして、課題を児童生徒自身が

抱え込んでしまって不登校に繋がってしまうということがあると思う。 

そういった対応策として、子どもに対する支援だけでなく、家庭環境を改善するた

めの支援が必要だが、現在、子どもがいる家庭に対するソーシャルワークとしては、

こども家庭庁所管で、「こども家庭ソーシャルワーカー」という認定資格が2024年

度から開始されている。 

これまでの研修の様子について報告を受けているが、全国の児童相談所や各市

の地域子育て支援拠点の職員、あるいはスクールソーシャルワーカーが参加されて

いる。事例の中では、不登校について、学校だけで児童生徒に対応するのではな

く、家庭への早期支援の重要性というものが認識されている。幼児期、児童期と連
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続して子どもと家庭を支援する「こども家庭ソーシャルワーカー」有資格者を、本市

においても市長部局あるいは教育委員会内に配置することで、早期対応に備え、

不登校の予防あるいは困難化というものを防止するための継続的な支援ができる

と期待している。また、トコろんカフェ「紡ぎ」について、昨年度延べ156名が参加と

いう実績は非常に高いものと評価できる。一方で、参加した保護者が、その後変化

したこと、例えば効率化による負担軽減、あるいは学校との関係改善などが追跡評

価できると、施策の効果検証に繋がると思う。 

改めて、不登校児童の支援という点において、学校、教育委員会と、社会福祉協

議会との連携や、新たに図書館で行う事業を進めるといったことも非常に評価で

き、今後もこういったことを継続発展していただきたい。 

そして、メタバースやＩＣＴを使った新しい教育支援と、心のエネルギープロジェク

トのような子ども一人ひとりの心に寄り添う普遍的な取組というのをぜひ両輪で進

めていただきたい。今後は就学前からの予防的な関わり、あるいは学校ごと、小中

学校との連携、福祉との連携という点を評価することで、本市の不登校支援がより

一貫性のあるものになると期待する。 

本市の取組は、非常に先駆的なものがあり、多くの取組をしているが、知っている

人にしか届いていなく、知るべき人に届いていないというところもあると思う。例え

ば、コンビニ、スーパーのレジ前など、店内に本市の取組に関する情報紙を置いて

おく、または、所管施設や、駅の構内に掲示しておくと、本市で新たに安心して住む

ことができ、ちょっと困っていることがある人に、お隣の人が情報を教えてあげられ

ると思った。 

最後に、私は本市の小学校、中学校の給食はすごく美味しいと思う。給食の充実

が、不登校の予防策の一つになると思う。 

教育長 各委員から様々な話を聞いて、私も共感するものがたくさんあったが、少し違う視

点から話をしたい。各取組については、確かに、市民にもっと積極的に伝える必要

があると思った。また、給食が一つの登校の要因になっているというのは、実は修士

論文で調査したことがある。 

学校に来られない理由を探して、解決していくという発想も大事だが、一方で、な

ぜ学校に行くのかということを考えることも大事だと思う。 

不登校になってからの対応はもちろん大事だが、子ども達の教育機会を保証す

ること等を考えたときに、未然防止ができると良い。これは国や県も言っていること

で、本市でも「明日来たくなるような学校づくり」など、予防的な関わりこそ、私は学

校ができることであって、さらに学校でしかできないことだと思う。 

なかなか未然防止というのは、不登校の数減少には直接繋がらないかもしれな

い。しかし、新たに不登校になる子の減少になると思う。また、全国的に不登校は著

しく増加していて、全国で３５万人を超えている。令和６年度の本市に限って言え

ば、令和５年度と比較すると減っている。因果関係はわからないが、様々な取組が

影響していると思う。 

未然防止に何が大事か、４つお示ししたい。一番大事なことは、やはり学校の魅

力を増やすことだ。不登校の原因を究明することは大事で、かつ、いじめなどの明
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確な理由への正しい対応が必要で根本的な解決をとるべきだが、一般的に不登

校の原因は本人すら分からない場合も多く、それを聞くということは、聞かれる子ど

もにとっても聞く教員や保護者にとってもなかなか辛いと思う。時には、子どもを追

い込むことになってしまう。 

子どもは、「なぜ学校に行かないか」と言われると、責められているような、追い

つめられるような感覚を持つことが多い。結果として、子どもは大人が納得するよう

な、これ以上問い詰められないような、事実と異なる理由を述べることも出てきてし

まう。それに基づいて対応すると、ますます事実とかけ離れていく可能性がある。 

まず、どういった時に学校に行きたくなくなるかというと、概ね４つの欠席促進要

因がある。１つ目は、身体・気分的な不調。２つ目は、学校に対しての不安。３つ目

は、学校への不満。４つ目は、学校に行くよりも、もっと他に楽しいことがあるというこ

と。近年は、ネットで調べれば何でも出てくるし、様々な動画も見られるし、別に学校

に行かなくても十分楽しいということ。 

次に、どうして学校に行くのかという理由も、また４つほどあり、一番意欲の強い

順に言うと、１つ目が「学校の魅力」である。学校は、やはり友達もいて楽しいことが

あるという、内発的な動機である。２つ目が「自己基準」である。自己基準とは、学

校に行くことが当然であり、将来のことを考えた年も学校に行くことが良いと思うこ

とである。３つ目は、「習慣」である。昨日もそうだったように、今日も学校に行く、学

校が生活の一部になっていることである。４つ目が「外的圧力」である。保護者から

学校に行けと言われるからである。外的な圧力については、複雑に絡み合っている

と思う。 

特に１つ目の学校魅力や、２つ目の自己基準が学校との積極的な繋がりを意味

するものになるが、自己基準については、高めるためには、かなりの期間を要する

し、家庭のしつけの面なども影響するため、学校の魅力を高めていくことが必要だ

と思う。 

さらに、学校の魅力となる要因は何かと言うと、これも３つある。１つは、学校生活

の大半を占める学習がある程度理解できること。２つ目は、友達との関係。３つ目

は、先生との関係。その他でいえば、給食や行事、部活動などが入る。ただ、これら

の要因は学校の魅力にもなるが、逆にうまくいかなくなると行きたくなくなる要因に

もなる。授業も分からない。友達もいない。嫌なことを言われる。先生ともうまくいか

ない。当然、学校に行きたくなくなる要因になる。さらに、いずれの魅力も私は昔より

弱くなっていると感じる。 

昔は、不登校はいないと言われていた時代があった。多分、家にいるより学校に

行った方が楽しかったのだろう。私は若い頃、シンガポールの日本人学校に行った

ことがあり、1990 年頃になるが、世界で最も児童数が多い小学部だけで 2,000

人いたが、１人も不登校がいなかった。家にいても、テレビは中国語で分からない。

家にいるよりも学校に行く方が楽しかった。ただ今は状況が変化し、学校から離れ

ていく傾向が強まっている。特にコロナの後は本当に著しい。国の調査の結果で

は、平成３０年と令和６年を比較すると、小学校で 4 万 4,000 人だった不登校児

童が、令和６年は１３万 7,000 人になる。中学校は、１１万 9,000 人ぐらいが、２１



 12  

 

万 6,000人を超えた。これは、小学校が約３倍、中学校で約２倍になり、合計で３５

万人を超えている。この状況で、原因を学校教育だけに求めることには、無理があ

ると思う。つまり、この５、６年で、学校の何かが大きく変わってしまい、子どもが登校

しにくい状況が著しく増えたわけではないと思う。もちろん学校の責任を回避するも

のではないが、根本的な解決を考えるのであれば、学校教育だけの範疇で考える

のでは、もう難しい状況にあるということは認識する必要があると思う。もっと社会

全体の変化の中での状況の変化、社会学として捉える必要があると思う。近年、学

校を休むことへのハードルが下がった。行かなくても進路選択ができるようにもなっ

てきた。これは決して悪いことという意味で言っているわけではない。良い面もたくさ

んある。 

つまり、私は不登校というのは、今の教育制度に対しての子どもが身をもって大

人に突きつけている現行の学校制度に対しての課題の現れではないかと捉えてい

る。この考え方を全国の他自治体の教育長と話すと、似た考えを持っている方が多

い。 

もっと子どもが学校を選択できる範囲を増やしていく。例えば、欧米のように、学

年や、いつから学ぶかということを子どもや保護者が決めるといったことなどもある

が、社会全体の仕組みや制度を変える必要があることで、これは市単独で主体的

にできることではない。また、今の日本の教育制度にも良さがあるわけで、あくまで

不登校の対応という視点からの話になる。実際、今の日本でも、学びの多様化学

校、いわゆる不登校特例校も認められるようになってきたため、一つの例として、本

市もこのような学校があっても良いと思う。 

ただ本市では、教育委員会だけでなく、いろいろなグループの方が多様な居場

所を作ることに努めてくださり連携していただいている。 

本市独自の人的な配置をいただいていることが、結果として不登校の未然防止

や不登校解決の早期化に繋がっていると考える。全国的に不登校の数は増えてい

るが、そういったことが、昨年度の本市の不登校数の減少につながっているのだと

思う。 

最後に、もう１つ、以下のような観点も必要だと考えている。 

日本も少しずつ多様な学びの場を確保しているが、実は不登校という名称では

ないが、学校に行けない子どもが諸外国でも問題になっている。アメリカでは、慢性

的欠席が深刻化している。アメリカではホームスクーリング、あえて家庭で教育を行

う制度も認められている。年間１０％以上、３週間以上欠席することを慢性的欠席と

いうそうだが、この割合がパンデミック以降急増しており、ある州では２６％～３０％

ぐらい慢性的欠席の子どもがいるところもあるようだ。 

また、ドイツでも学校欠席が問題として扱われており、無断欠席が続くと罰金や

強制登校措置がとられるほど登校義務が厳しいにも関わらず、日本と同じように長

期欠席が存在しているそうだ。 

今行っている取組を市長部局と連携しながらさらに進めていく中で、不登校特例

校なども将来を見据えて検討してもいいと考えている。 

議長 本日は、不登校に対する支援の取組について、様々なご意見に感謝する。教育委
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員会で多くのことに取り組んでいると思うが、それを（市民に）届けることを行って

いると思う。そのことは、シティープロモーション的な意味もあると思う。私自身、子ど

もを中心としたまちづくりを強く思いを持ち進めている。子ども、保護者へ実際に取

り組んでいることを届けることで PRにもなると思う。市長部局として共有・支援して

いくことで、結果として本市の価値・評価が上がり、子どもたちのためになると考え

る。皆様の本市の教育や子どもたちに対する思いを十分に感じることができ、しっ

かりと噛みしめたいと思う。 

また、不登校については、それ自体が悪いわけではない。学校に行きたいのに学

校に行くことができない子どもを１人でも減らせるような体制を作りたい。 

本日は様々な提案もあり、今後の市政運営の参考とさせていただきたい。 

議題（３）その他 

議長 教育委員の皆様、また、事務局から何かあるか。 

事務局 この会議は、今年度、本日を含め２回開催したいと考えている。 

開催時期や議題について、議長から提案などはあるか。 

議長 今回はテーマが２つあったこともあり、意見交換の時間が短いと感じた。次回の

開催に向けて検討していただきたいと考えている。 

本日は貴重な意見をいただき感謝する。次回もよろしくお願いしたい。 

それでは進行を事務局に返す。 

事務局 以上で令和８年度第１回所沢市総合教育会議を終了する。 

 


